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１　パート・アルバイト労働相談

　以下、｢解雇｣（24年度1,715項目→25年度1,698項目)、｢退職｣（24年度1,178項目

　→25年度1,643項目）となっている。（第５表）

第１表　年度別・パート・アルバイト労働相談件数　

下段：パート・アルバイト労働相談件数

【パート・アルバイト関連の職場トラブルの特徴】

平成23年度 平成24年度 平成25年度年　度 平成20年度 平成21年度

　増加した。（第１表）

(1) パート・アルバイトに関する労働相談は9,000件で、24年度より1,000件（12.5％）

(4) 相談内容では、｢賃金不払｣（24年度1,314項目→25年度1,811項目）が最も多く、
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　<平成25年度のパート・アルバイト労働相談の傾向>

　が多い。（第２表）

(3) 産業別では、｢サービス業（他に分類されないもの）｣「卸売業、小売業」「宿泊

(2) 男女別では、男性3,435件（38.2％）、女性5,565件（61.8％）と女性からの相談

平成22年度

　る。（第４表）

　就業構造の変化・雇用形態の多様化が一段と進み、非正規労働者の割合が増加して
いる中、パート労働者の占める割合は依然として高い。
　パート労働者の勤続年数の長期化や就業意識の変化から、既に企業においては、
パート労働者を基幹的な戦力として活用しているケースも見受けられる。このような
中、平成20年4月に「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート労働
法）」が改正された。また、平成26年4月にも、パート労働者の処遇改善や適正な雇
用管理を一層進めていく観点から法律改正が行われたところである。
　しかしその一方で、労働相談情報センターの労働相談では、法知識の理解不足、適
正な雇用管理及び担当業務に相応しい処遇がなされていないこと等に関するトラブル
も目立っている。
　「パート・アルバイト」と呼ばれても、勤務時間の長さや裁量の範囲、職責等、現
実には正社員と何ら変わるところが無い場合も多い。

上段：全体の労働相談件数

　業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業」等、対人サービスを中心とする分野からの相談が上位を占め
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第２表　男女別／労使別・パート・アルバイト労働相談件数　上段：全体の労働相談件数

下段：パート・アルバイト労働相談件数

［　］は構成比　

第３表　規模別・パート・アルバイト労働相談件数　 上段：全体の労働相談件数

下段：パート・アルバイト労働相談件数

［　］内は構成比

第４表　産業別・パート・アルバイト労働相談件数　 上段：全体の労働相談件数

下段：パート・アルバイト労働相談件数

［　］内は構成比（※項目ごとに四捨五入したため、合計と一致しない）
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第５表　パート・アルバイト労働相談の内容項目　

［　］内は構成比（※項目ごとに四捨五入を行ったため、大項目の計及び合計と一致しない）
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　センターがあっせんに着手した。センターから会社に労働基準法第21条（解雇の予
告義務）について説明。その後、会社は解雇予告手当を支払うことになったが、「経
営が苦しいので暫く待ってほしい」とのことであった。
　センターが相談者の意向確認をしたところ、相談者は「払ってくれればそれでもよ
い」とのことであったので、会社側にその旨を伝えた。
　その後暫くして、相談者から支払いが完了したとの連絡がセンターにあった。

　センターがあっせんに着手した。センターから会社に労働基準法第21条（解雇の予
告義務）について説明。その後、会社は解雇予告手当を支払うことになったが、「経
営が苦しいので暫く待ってほしい」とのことであった。
　センターが相談者の意向確認をしたところ、相談者は「払ってくれればそれでもよ
い」とのことであったので、会社側にその旨を伝えた。
　その後暫くして、相談者から支払いが完了したとの連絡がセンターにあった。

　センターから会社に事情聴取を行った。その結果、会社は①事実経過を調査するこ
と②書面請求を前提に社会保険労務士と相談の上対処すること等を約束した。
　その後の調整の結果、会社が不適切さを認め、最終的に①前職との差額賃金の補償
②補償合意を受けての退職③退職理由は「採用条件との相違」等の条件で労使が合意
した。

　相談者は、小売業に従事するアルバイト社員。使用者から「周囲と折り合いが悪
い」「明日から来なくていい」と言われた。
　相談者が解雇は争わないので解雇予告手当を払ってくれと請求すると、「試用期間
中の労働者に払う必要はない」との会社の返答であった。

<パート・アルバイト関連のあっせん事例>

【事例１】　履行の見通しが立たない正社員登用の労使合意

  相談者は、以前勤務していた職場から復職の誘いを受け、「正社員への登用」を条
件に前職を退職して入社を決意。ところが、勤務開始直前になって会社から「都合に
より当面はパートタイム社員。極力早く正社員にする」と通告を受けた。
　既に前職を退社していた相談者は、不本意ながらこれを受諾し入社した。
　その後も、相談者は、正社員登用の約束履行を求め続けた。
　しかし、その対応を先延ばしにされた上、所属会社の吸収合併方針が明らかにな
り、正社員登用の見通しが立たなくなった。相談者は「前職より賃金は低下しており
苦しい生活を余儀なくされている。正社員になれないのなら、今後生活できない」と
相談に来所した。

【事例２】　試用期間中の解雇【事例２】　試用期間中の解雇

‐32‐



- 33 -

　相談の過程で、相談者の時給が最低賃金未満であることが判明した。そのため、相
談者はセンターの助言で、相談者は、過去２年間の差額分を会社に対し請求した。
　しかし、会社は業務多忙を理由に対応しなかったため、センターが会社に来所を求
め、事実経過確認及び事情聴取を行った。
　会社に状況を確認したところ、会社は、「インターネットについての注意はした
が、最低賃金との差額請求については、支払わないとは言っていない」と述べた。
　そこで、センターから、最低賃金の未払いについて、その差額を支払うよう会社に
依頼した。
　センターはさらに調整を進め、インターネット私的利用を控えることでの雇用継続
も打診したが、労使ともに希望しなかった。
　最終的に、過去２年分の最低賃金の差額の支払い及び残余年次有給休暇取得後の退
職を条件として、双方が合意した。

　相談者は、小売業に従事するパートタイム社員。週４日で２０時間の勤務、時給は
800円であった。
　最近になり、「仕事が遅いのにインターネットをしている」と、社長から注意を受
けた。それを機に、それまで良好だった労使関係が悪化。暫くして、会社から週２日
への勤務変更を一方的に提案された。
　相談者は、「些細な利用と考えていたが、注意されて仕事を続けていくのが嫌に
なった。週２日のみの勤務をする気はない」ことから、退職を決意。退職手続きにつ
いて相談するため、センターに来所した。

【事例３】　勧奨退職に同意しなかったところ交付された解雇通知

　センターが事情聴取を行った。センターから会社に「相談者は高齢であるため、居
住者が多少なりとも不安に感じる面があったにしても、本解雇が当然に有効と判断さ
れるかは不透明。相談者の長年にわたる貢献に対して慰労金を支払うことで、労働契
約を終了することではどうか」と話し、一定の配慮を要請した。
　その後、センターが会社との調整を重ねた結果、賃金の２か月相当分を慰労金とし
て支払うことで双方が合意に達した。

【事例４】　些細なインターネット利用への注意が退職に発展

　相談者は、不動産管理業務に従事するパートタイム社員。相談者が従事する空調管
理業務が廃止されることを理由に、会社から２か月先の退職勧奨を受け一定の退職条
件が提示された。
　しかし、相談者は、廃止対象業務が自己の担当業務に占める割合は僅かと疑問を感
じ、「当該業務が無くなる事だけが理由の退職勧奨は受諾できない」と会社に対して
意思表示をしたところ、会社から相談者に解雇通知書が交付された。
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